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１ 平成 27 年度当初予算の規模             

 

 

平成 27 年度の予算は、厳しい将来を乗り切ることを見据えて、 

この時期からしっかり準備し、堅実な財政運営を目指すため 

「厳しい将来に向かうスタート予算」 

と位置付け、予算編成しました。 
 

■「厳しい将来に向かうスタート予算」とは… 

公共施設の多くは、全国的に見ると都市化の進展や高度経済成長とともに集中的に整

備され、近い将来一斉に更新する時期が到来します。その一方で、少子高齢化の進展と

経済成長の鈍化による歳入の減少、社会保障費の支出の増大により、財政状況は厳しさ

を増し、すべての公共施設を維持し続けることは困難です。これを「公共施設の老朽化

問題」と言います。 

高浜市では、1960 年代の高度経済成長期の急激な人口増加や社会環境の変化、市民

ニーズの多様化に応える形で、教育文化施設やコミュニティ施設をはじめ、多くの公共

施設の整備を進めてきました。しかし、この時期に整備された施設は、建築後すでに相

当の年数が経過し、建替えの一つの目安とされる建築後 30 年を経過した公共施設が多

く存在し、老朽の程度から、維持をする上で大規模な改修・修繕が必要となる時期が到

来しています。 

平成 26 年６月に策定された「高浜市公共施設あり方計画（案）」における長期財政シ

ミュレーションでは、今後 40 年間の公共施設に係る投資的経費は総額 299 億円と試

算され、年平均にすると約 7.5 億円になります。一方、平成 25 年度の公共施設に係る

投資的経費決算額は約 2 億円で、年平均で毎年約 5.5 億円が不足することになります。 

平成 27 年度当初予算編成では、こうした厳しい将来を乗り切ることを見据えて、こ

の時期からしっかり準備し、堅実な財政運営を目指すため、「厳しい将来に向かうスター

ト予算」と、位置付け、予算編成を行いました。 

 

【参考】 

■投資的経費比率（%） 

  4.47%（786 位／790 市） 

（全国都市財政年報抜粋 全国 790 都市・23特別区 2013決算／日本経済新聞社）より 

 

※「資産の更新状況と課題」 

市では、新地方公会計制度に基づき、市の資産と負債の状況を 4 つの財務書類にまとめてそ

の概要を公表しています。これらのうち貸借対照表からわかる「資産の更新状況と課題」につい

て、巻末資料（45ページ）に添付しましたので、あわせてご覧ください。  

基本的な考え方 



 

                               （単位：千円、％） 

会計別 27 年度 26 年度 増減額 対前年比 

一般会計 13,846,300 13,567,800 278,500 102.1 

特
別
会
計 

国民健康保険 4,009,322 3,479,451 529,871 115.2 

土地取得費 52,826 44,657 8,169 118.3 

公共下水道事業 1,427,170 1,438,357 △ 11,187 99.2 

公共駐車場事業 63,166 34,526 28,640 183.0 

介護保険 2,493,679 2,363,325 130,354 105.5 

後期高齢者医療 458,652 461,148 △ 2,496 99.5 

小計 8,504,815 7,821,464 683,351 108.7 

水道事業会計 1,099,929 1,041,452 58,477 105.6 

合計 23,451,044 22,430,716 1,020,328 104.5 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

一般会計 

 市の基本的な経費を中心として計上

した会計 

（例）総務費、民生費、教育費 

特別会計 

 特定の事業を行う場合に、一般の経

費とは区別した会計 

（例）国民健康保険、介護保険 

企業会計 

 地方公営企業法が適用される公営企

業の会計 

（例）水道事業 

用語解説 

予算規模 



２ 第６次高浜市総合計画の体系             

 

 

思いやり 支え合い 手と手をつなぐ 大家族たかはま 

 

 

 
 

 

   
 

 (1) まちへの想いを育み、未来を切り開くチカラを高めます 

 (2) 将来を見据えた計画的・効果的な財政運営を行います 
 

 

 

 (3) 人と学びの輪を広げ、まちのチカラを育みます 

 (4) 学校・家庭・地域が連携を深め、12 年間の学びや育ちをつなげます 

 (5) 地域ぐるみで子育ち・子育てを支えます 
  

 

 

 (6) 産業を活性化して、まちを元気にします 

 (7) みんなでまちをきれいにします 

 (8) ハーモニーを奏でる快適な都市空間をつくります 

 (9) 安全・安心が実感できる地域づくりを進めます 
 

 

 
 

 (10) 一人ひとりを認め合い、その人らしく暮らせるまちづくりを進めます 

 (11) 一人ひとりの元気と健康づくりを応援します 

  

１．みんなで考え みんなで汗かき みんなのまちを創ろう 

４．いつも笑顔で健やかに つながり１００倍ひろげよう 

３．明日を生み出すエネルギー やる気を活かせるまちをつくろう 

将来都市像 

２．学び合い 力を合わせて 豊かな未来を育もう 

基本目標 



３ 平成 27 年度当初予算の主要・新規事業        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

１．みんなで考え みんなで汗かき みんなのまちを創ろう 

財  源 

 「いつまでも住み続けたい！」と思える高浜市を実現するため、市民の視点に立っ

た「しあわせづくり計画」を策定します。 

その他 

【しあわせづくり計画策定業務委託（継続事業）】 

事業費：958 万円 

事業費内訳 

・しあわせづくり計画 

 策定業務委託料 

958 万円 

担当：総合政策グループ 

0 万円 

市債 0 万円 

市 958 万円 

国・県 0 万円 

詳細内容：24・25 ページ 

財  源 

 地域での多目的活用を含めた変化に柔軟に対応できる学校施設を整備するため、整

備手法の決定を行います。 

その他 

【高浜小学校整備事業支援業務委託（継続事業）】 

事業費：1,674 万円 

事業費内訳 

・高浜小学校整備事業 

 支援業務委託料 

1,674 万円 

担当：行政グループ 

0 万円 

市債 0 万円 

市 1,674 万円 

国・県 0 万円 

詳細内容：２７ページ 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

２．学び合い 力を合わせて 豊かな未来を育もう 

財  源 

 子どもたちの活動の場であり地域住民の避難場所となる吉浜小学校及び高取小学校

の体育館の天井等を改修し、落下物による危険を除去し、安全の確保を図ります。 

その他 

【小学校屋内運動場吊り天井等改修工事（新規事業）】 

事業費1億1,429万円 

事業費内訳 

・小学校屋内運動場吊り 

 天井等改修工事費 

1 億 1,429万円 

担当：学校経営グループ 

0 万円 

市債 9,100 万円 

市 73 万円 

国・県 2,256 万円 

詳細内容：３７ページ 

財  源 

 市民映画「タカハマ物語２～心のツバサ～」の制作にかかる活動費用を補助し、地

域の将来を担っていくこども・若者の成長を応援します。 

その他 

【市民映画制作費補助（継続事業）】 

事業費：300 万円 

事業費内訳 

・市民映画制作費補助金 

300 万円 

担当：文化スポーツグループ 

0 万円 

市債 0 万円 

市 300 万円 

国・県 0 万円 

詳細内容：40・41 ページ 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

３．明日を生み出すエネルギー やる気を活かせるまちをつくろう 

財  源 

 保育園や小学校ではヘルメットやレスキューシートなどを、福祉避難所では防災無

線や紙おむつや粉ミルクなどを購入・配備し、安心・安全の確保を図ります。 

その他 

【防災資機材購入（保育園・幼稚園・小学校・中学校・福祉避難所分）（新規事業）】 

事業費688 万円 

事業費内訳 

・保育園、幼稚園 

55 万円 

・小学校、中学校 

328 万円 

・福祉避難所 305 万円 

担当：こども育成グループ 

学校経営グループ 

   都市防災グループ 

0 万円 

市債 0 万円 

市 688 万円 

国・県 0 万円 

詳細内容：２８ページ 

財  源 

 国のガイドライン等に基づいて、最新の被害想定を盛り込んだハザードマップを作

成・配布することで、自助・共助の意識の高揚を図ります。 

その他 

【高浜市地域防災マップ（風水害編）改訂業務委託（新規事業）】 

事業費：735 万円 

事業費内訳 

・高浜市地域防災マップ 

（風水害編）改訂業務 

委託料 

735 万円 

担当：都市防災グループ 

0 万円 

市債 0 万円 

市 735 万円 

国・県 0 万円 

詳細内容：２９ページ 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

４．いつも笑顔で健やかに つながり１００倍ひろげよう 

財  源 

 生活困窮者自立支援法が平成 27 年 4 月 1 日施行することに伴い、生活困窮者等に

対して、自立相談支援、家計相談支援その他早期かつ包括的な支援を実施します。 

その他 

【生活困窮者自立支援事業（継続・拡充事業）】 

事業費2,952 万円 

事業費内訳 

・自立相談支援 1,056 万円 

・就労準備支援 500 万円 

・学習支援   597 万円 

・家計相談支援 446 万円 

など 

担当：地域福祉グループ 

9 万円 

市債 0 万円 

市 1,178 万円 

国・県 1,765 万円 

詳細内容：３０ページ 

財  源 

 妊娠期からの相談支援体制の強化などを図るため、子育て世代包括支援センターの

設置と産前産後サポートと宿泊型の産後ケアサービスを実施します。 

その他 

【妊娠出産包括支援事業（継続事業）】 

事業費：493 万円 

事業費内訳 

・賃金    304 万円 

・産前産後サポート 

業務委託料  78万円 

・産後ケアサービス 

 業務委託料  50 万円 

         など 

担当：保健福祉グループ 

15 万円 

市債 0 万円 

市 478 万円 

国・県 0 万円 

詳細内容：３２ページ 



４．一般会計予算内訳表                 

 

項目 説明 
27 年度 26 年度 増減 

当初予算額 当初予算額 増減額 対前年比 

自 

主 

財 

源 

市税 
市民の皆さんに納めていただ

く税金です 
8,479,573 8,238,955 240,618 102.9  

分担金及び 

負担金 
保育所への入所などの際に利

用者が負担するもの 
220,465 197,817 22,648 111.4  

使用料及び 

手数料 
市の施設の使用料や各種証明

書の発行手数料による収入 
178,766 185,572 △ 6,806 96.3  

財産収入 
市有地の貸付や売却収入、基金

の運用などによる収入 
26,548 123,067 △ 96,519 21.6  

寄附金 
市民などから寄せられる寄付

金 
1,511 1,011 500 149.5  

繰入金 
基金からの繰入れや市の一般

会計以外の会計からの繰入れ 
404,203 223,006 181,197 181.3  

繰越金 前年度からの繰越金 300,000 300,000 0 100.0  

諸収入 
貸付金の元利収入、市税などに

かかる延滞金、その他雑入 
303,434 278,849 24,585 108.8  

小     計 9,914,500 9,548,277 366,223 103.8  

依 

存 

財 

源 

地方譲与税 
国税の一部が、法令の配分基準

に従って市に譲与されるもの 
101,300 107,200 △ 5,900 94.5  

利子割交付金 
県税の利子割の一部が市に交

付されるもの 
18,000 18,000 0 100.0  

配当割交付金 
県税の配当割の一部が市に交

付されるもの 
58,000 41,000 17,000 141.5  

株式等譲渡 

所得割交付金 
県税の株式等譲渡所得割の一

部が市に交付されるもの 
36,000 10,000 26,000 360.0  

地方消費税 

交付金 
県税の地方消費税の一部が市

に交付されるもの 
746,000 538,000 208,000 138.7  

自動車取得税 

交付金 
県税の自動車取得税の一部が

市に交付されるもの 
32,000 26,000 6,000 123.1  

地方特例 

交付金 
国の施策による減収分の補て

んとして市に交付されるもの 
40,000 43,000 △ 3,000 93.0  

地方交付税 
自治体間の財源不均衡等を調

整するため、国から市に交付さ

れるもの 

130,000 250,000 △ 120,000 52.0  

交通安全対策 

特別交付金 
国に納付された交通反則金の

一部が市に交付されるもの 
7,000 7,000 0 100.0  

国庫支出金 
国が使途を限定して市に交付

されるもの 
1,725,344 1,677,211 48,133 102.9  

県支出金 
県が使途を限定して市に交付

されるもの 
930,156 985,112 △ 54,956 94.4  

市債 
市が国や金融機関等から借り

入れるお金 
108,000 317,000 △ 209,000 34.1  

小     計 3,931,800 4,019,523 △ 87,723 97.8  

合     計 13,846,300 13,567,800 278,500 102.1  

歳入予算の内訳 

 



 

 

 

 

 

歳入予算の主な増減項目 

項目 増減 内容（平成 26 年度当初予算比較） 

市 税  増 
・個人市民税（＋6,996 万円） 

・法人市民税（＋2 億 458 万円） 

地方消費税交 

付金 
 増 

平成 26 年 4 月に引上げられた地方消費税率の影響が平

年度化されるため（＋2 億 800 万円） 

地方交付税  減 
・普通交付税（△1 億 2,000 万円） 

→６年ぶりに不交付団体となる見込み 

繰入金  増 
・財政調整基金繰入金（＋1 億 4,551 万円） 

・港湾環境対策基金繰入金（＋4,000 万円） 

市 債  減 ・臨時財政対策債（△2 億 3,000 万円） 

 

市税 

61% 

国庫支出金 

13% 

県支出金 

7% 

地方消費税交付金 

5% 

繰入金 

3% 

諸収入 

2% 

繰越金 

2% 

地方譲与税・交付金 

2% その他 

5% 

市税 

国庫支出金 

県支出金 

地方消費税交付金 

繰入金 

諸収入 

繰越金 

地方譲与税・交付金 

その他 

歳入 総額 138 億 4,630 万円 
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割合 

用語解説 

自主財源と依存財源 

市の歳入は市が自ら徴収又は収納することのできる自主財源（市税、分担金・負担金、

使用料・手数料、財産収入、繰越金、諸収入等）と、国や県から定められた額を交付さ

れたり、割当てられたりする依存財源（国・県支出金、地方譲与税、地方消費税交付金、

地方交付税、市債等）とに分類することができます。 

自主財源のなかでは、市税が圧倒的に多額を占めており自主財源の 86%を、また歳入

総額のなかでも 61%を占めています。 

自主財源比率は、平成 21 年度のリーマンショック前は 80%前後で推移していました

が、リーマンショックを境に現在は 70%前後で推移しています。 

自主財源・依存財源割合の推移 



 

    
（単位：千円、％） 

科目 
27 年度 26 年度 増減 

当初予算額 構成比 当初予算額 構成比 増減額 対前年比 

議会費 182,186 1.3  178,543 1.3  3,643 102.0  

総務費 1,461,755 10.6  1,387,229 10.2  74,526 105.4  

民生費 5,778,879 41.7  5,768,061 42.5  10,818 100.2  

衛生費 1,739,681 12.6  1,653,075 12.2  86,606 105.2  

労働費 688 0.0  715 0.0  △ 27 96.2  

農林水産業費 88,396 0.6  75,365 0.6  13,031 117.3  

商工費 383,910 2.8  240,712 1.8  143,198 159.5  

土木費 1,160,693 8.4  1,231,196 9.1  △ 70,503 94.3  

消防費 473,790 3.4  494,934 3.6  △ 21,144 95.7  

教育費 1,574,875 11.4  1,451,339 10.7  123,536 108.5  

災害復旧費 4 0.0  4 0.0  0 100.0  

公債費 971,442 7.0  1,056,626 7.8  △ 85,184 91.9  

諸支出金 1 0.0  1 0.0  0 100.0  

予備費 30,000 0.2  30,000 0.2  0 100.0  

合 計 13,846,300 100.0  13,567,800 100.0  278,500 102.1  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

歳出予算の内訳 

民生費 
児童、高齢者、障がい者な

どの社会福祉施設の運営や

生活保護などにかかる経費 

 

議会費 
議員の報酬や議会事務

局の人件費、議会運営な

どにかかる経費 

総務費 
庁舎管理、企画電算、防災、

市税賦課徴収、戸籍住民基

本台帳、選挙などの経費 

労働費 
労働者の福祉向上や就

労支援などにかかる経

費 

農林水産業費 
農林水産業の振興、技術

の普及などにかかる経

費 

商工費 
商工業の振興、技術の普

及などにかかる経費 

土木費 
道路・河川・住宅・公園な

どの整備やこれらの施設の

維持管理にかかる経費 

衛生費 
医療、公衆衛生、ごみな

どの一般廃棄物の収集

運搬などにかかる経費 

消防費 
消防団活動や広域消防

にかかる経費 

教育費 
学校教育、社会教育など

の教育行政にかかる経

費 

公債費 
事業を行うために国や

金融機関から借り入れ

た市債の返済金 

予備費 
緊急に支出を必要とす

る場合に備えて用意し

ている経費 

用語解説 



 

 

 

 
 

歳出予算の主な増減項目 

項目 増減 内容（平成 26 年度当初予算比較） 

総務費  増 
・高浜小学校整備事業支援業務委託料（＋1,674 万円） 

・公共施設等総合管理計画策定業務委託料（＋962 万円） 

衛生費  増 ・衣浦衛生組合分担金（＋7,751 万円） 

商工費  増 
・企業再投資促進補助金（＋１億 2,621 万円） 

・企業誘致に係る費用（＋2,305 万円） 

教育費  増 
・小学校体育館吊り天井等改修工事費（＋1 億 1,429 万円） 

・小学校教室改造工事費（＋2,440 万円） 

公債費  減 ・元金償還（△6,540 万円） 

議会費 

1.3% 

総務費 

10.6% 

民生費 

41.7% 

衛生費 

12.6% 

労働費 

0.0% 

農林水産業費 

0.6% 

商工費 

2.8% 

土木費 

8.4% 

消防費 

3.4% 

教育費 

11.4% 

公債費 

7.0% 

その他 

0.2% 

一般会計歳出（目的別）の構成比 

歳出 総額 138 億 4,630 万円 



５．市税収入の状況                   

     
（単位：千円、％） 

区分 
27 年度 26 年度 増減 

当初予算額 構成比 当初予算額 構成比 増減額 対前年比 

市民税 3,664,551 43.2 3,389,999 41.1 274,552 108.1  

 うち個人市民税 2,809,341 33.1 2,739,376 33.2 69,965 102.6  

 うち法人市民税 855,210 10.1 650,623 7.9 204,587 131.4  

固定資産税 3,652,502 43.1 3,669,850 44.5 △ 17,348 99.5  

軽自動車税 86,909 1.0 79,957 1.0 6,952 108.7  

市たばこ税 344,591 4.1 359,496 4.4 △ 14,905 95.9  

都市計画税 731,020 8.6 739,653 9.0 △ 8,633 98.8  

計 8,479,573 100.0 8,238,955 100.0 240,618 102.9  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市民税 

43.2% 

固定資産税 

43.1% 

軽自動車税 

1.0% 

市たばこ税 

4.1% 

都市計画税 

8.6% 



６．地方交付税の状況                  

 

備考 地方交付税の額は、平成 21 年度から平成 25 年度までは決算額、平成 26 年度は決算見込

額、平成 27年度は当初予算額を示す。 
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臨時財政対策債 特別交付税 普通交付税 

億円 

    
（単位：千円） 

区分 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 

普通交付税 0  207,890  269,865  173,376  150,892  101,752  0  

特別交付税 121,814 142,812 140,254 157,027 140,400 130,000 130,000 

臨時財政対策債 548,000  709,000  600,000  442,000  364,000  289,000  0  

合計 669,814  1,059,702  1,010,119  772,403  655,292  520,752  130,000  

用語解説 

地方交付税 
地方公共団体間の財源の不均衡を調整し、どの地域に住む国民にも一定の行政サービ

スを提供できるように財源を保証するためのものです。国税 5 税（所得税、法人税、酒

税、消費税、地方法人税）の一定割合が合理的な基準によって再配分されます。 

地方交付税は、一定の算式により交付される普通交付税と、普通交付税では把握でき

ない特殊事情を考慮して交付される特別交付税に分けられます。 

なお、平成 13 年度から、本来地方交付税として交付されるべき額の一部が臨時財政

対策債として地方債の形で措置されています。 

普通交付税 臨時財政対策債 

地方交付税の推移 



７．地方債（市債）の借入状況と現在高の状況       

 

 

 

  

 （単位：千円） 

区分 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 

一
般
会
計 

普通債 6,494,056 5,545,516 4,649,906 3,984,236 3,350,499 2,934,524 2,599,073 

臨時財政対策債 3,761,311 4,315,710 4,740,105 4,985,170 5,120,182 5,137,263 4,829,548 

減収補てん債等 1,668,695 1,523,100 1,375,619 1,226,045 1,043,343 900,230 801,210 

特
別
会
計 

企
業
会
計 

下水道事業特別会計 8,120,941 8,049,998 8,028,110 7,923,580 7,840,971 7,816,237 7,854,204 

水道事業会計 848,645 845,777 839,778 839,127 822,734 784,143 763,433 

合計 20,893,648 20,280,101 19,633,518 18,958,158 18,177,729 17,572,397 16,847,468 

備考 市債の残高は、平成 21 年度から平成 25 年度までは決算額、平成 26 年度は決算見込額、

平成 27 年度は当初予算額を示す。 
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用語解説等 

市債 

 いわゆる「借金」に相当するものです。市が学校を建てたり、道路や河川を整備した

り多額の費用を一時的に必要とする建設事業を行うとき、施設等を利用する将来の市民

との間で負担の公平を図るため、長期の資金借入れを行うものです。 

学校の建設や道路・河川の整備のように、利益が将来世代にも及ぶ事業に使途を限定

されており、地方公共団体の場合、公債といわれるものの発行は、減収補てん債、臨時

財政対策債等法律で定められた一部のものを除き発行できないことになっています。■ 

 

市債の発行額 

市債の発行額（15 ページの棒グラフで表示）は、平成 15 年度から平成 20 年度まで

逓減していますが、平成 21 年度に一時的に増えたのは、リーマンショックに伴う減収

補てん債及び臨時財政対策債の借入れを行ったためです。なお、平成 27 年度はリーマ

ンショック後の危機管理モードから平常モードに戻りつつあり、平成 27 年度当初予算

における臨時財政対策債の借入れはなくなりました。 

 

市債残高の推移 

市債残高（15 ページの折れ線グラフで表示）は年々減少しています。これは、平成 3

年度～平成 10 年度頃に行われた、やきものの里「高浜」整備事業、市街地再開発事業、

いきいき広場施設購入事業をはじめとする大型公共事業の償還が順次終了してきている

ためです。 

 

【参考】 

■地方債現在高／標準財政規模（%） 

 97.22%（34 位／790 市） 

（全国都市財政年報抜粋 全国 790 都市・23特別区 2013決算／日本経済新聞社）より 



８．基金の状況                     

 

備考 基金の年度末残高は、平成 21 年度から平成 25 年度までは決算額、平成 26 年度及び平成 27 年度

は見込額を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  
  

 
 

（単位：千円） 

区分 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 

財政調整基金 2,023,829 1,370,829 1,137,632 1,039,759 1,081,086 1,345,235 1,048,983 

減債基金 3,098 3,108 3,120 3,131 3,143 3,156 3,162 

公共施設等整備基金  71,692 311,943 590,186 702,251 805,039 961,735 967,129 

その他特定目的基金  

(定額運用基金を除く) 
169,661 152,189 146,079 119,024 103,090 105,084 103,978 

合計 2,268,280 1,838,069 1,877,017 1,864,165 1,992,358 2,415,210 2,123,252 
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基金年度末残高の推移 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基金 

 いわゆる「貯金」に相当するものです。地方公共団体が資金の積立て、運用、取崩し

を行うもので、本市には経済事情の著しい変動や大規模な災害などに対処するための「財

政調整基金」、市債の償還等のための「減債基金」、学校その他公共施設の整備の財源に

充てるための「公共施設等整備基金」など 10 の基金があります。 

平成 21 年度のリーマンショック前は「財政調整基金」の残高は 20 億円を超えてい

ましたが、リーマンショックの影響により経常的経費が市税等の一般財源で賄い切れな

い中で、財政調整基金を取り崩すことにより財源を賄ってきました。このため「財政調

整基金」は半減しています。その一方で「公共施設等整備基金」については、公共施設

の老朽化問題を見据え、計画的に積立てを行ってきたため、全ての基金の合計額では平

成 21 年度の水準まで回復してきています。傾向としては、最低限必要な金額は確保し

ていると言えますが、全国的な水準と比較すると、計画的な積立てを行っていく必要が

あります。 

 

【参考】 

■積立金／標準財政規模（%） 

 22.14%（639 位／790 市） 

（全国都市財政年報抜粋 全国 790 都市・23特別区 2013決算／日本経済新聞社）より 

用語解説等 



 

 

 

 

 

 

巻末資料 
 

(1) 広報たかはま（平成 27年 4 月 1 号）「平成 27 年度当初予算決定」 

 

(2) 平成 27 年度 主要・新規事業等の概要 

 

(3) 連結会計 平成 24 年度－平成 25 年度経年比較 
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　一般会計は、138億4,630万円で、前年度に対
して2.1％の増となっています。
　平成27年度は、「中期基本計画」と「公共施設あり
方計画（案）第１次推進プラン」が２年目となること
から、これらの計画を着実に実施するとともに、厳
しい財政状況を踏まえ、昨年度に引き続きすべての
事務事業について点検を実施し、「厳しい将来に向
かうスタート」と位置づけて予算編成を行いました。
　平成27年度の主な事業としては、保育園、幼稚
園、小中学校において、防災資機材を購入し、災害
発生時に園児、児童、生徒を保護者に引き渡すまで
の間の安全確保を図るとともに、指定した福祉避難
所においても防災資機材を整備します。
　また、高齢者がいきいきと健康に暮らすことがで
きるよう、「福祉ボランティア活動」や「健康づくり
活動」を通じてポイント
を付与し、希望商品と交
換する「いきいき健康マ
イレージ事業」を引き続
き実施します。

◆一般会計予算って？
　市の会計の基本となるものです。市税収入を主な財源と
して、福祉の充実や道路の整備など市の基本的な施策に要
する経費の合計です。
◆特別会計って？
　特定の事業を行う場合、その特定の歳入を特定の歳出に
充て、一般会計と別に経理する会計です。高浜市では、現
在国民健康保険事業など６つの特別会計があります。

平成 27年度
　　　　当初予算決定

234億5,104万円
（前年比 4.5％増）

一般会計

特別会計

企業会計

138 億 4,630 万円（前年比 2.1％増）

　85 億　481 万円（前年比 8.7％増）

　10 億 9,993 万円（前年比 5.6％増）

全会計（総額）

特別会計の内訳

企業会計の内訳

　●国民健康保険事業…………… 40億　932万円 
　●土地取得費…………………… 5,282万円 
　●公共下水道事業……………… 14億 2,717万円 
　●公共駐車場事業……………… 6,317万円 
　●介護保険……………………… 24億 9,368万円 
　●後期高齢者医療……………… 4億 5,865万円 

　●水道事業会計………………… 10億 9,993万円 

歳出歳出 一般会計

重点施策重点施策※詳しくは、ホームページをご覧ください。

歳入歳入 一般会計

Ⅰ.みんなで考え　みんなで汗かき　みんなのまちを創ろう

Ⅱ.学び合い　力を合わせて　豊かな未来を育もう

Ⅲ.明日を生み出すエネルギー　やる気を活かせるまちをつくろう

Ⅳ.いつも笑顔で健やかに　つながり100倍ひろげよう

○しあわせづくり計画策定業務委託<継続事業>…958万円　　○公共施設等総合管理計画策定業務委託<新規事業>…961万円
○高浜小学校整備事業支援業務委託<継続事業>…1,674万円

○児童クラブ業務委託<継続事業>…3,325万円 　　　　○小学校屋内運動場吊り天井等改修工事<新規事業>…1億1,429万円
○タカハマ！まるごと宝箱事業<新規事業>…72万円　    ○市民映画制作費補助<継続事業>…300万円

○生活困窮者自立支援事業<継続事業>…2,952万円　　　○妊娠出産包括支援事業<継続事業>…492万円 　 
○生涯現役のまちづくり事業<継続事業>…337万円　　　○いきいき健康マイレージ事業委託<継続事業>…697万円

○防災資機材購入（保育園・幼稚園・小学校・中学校・福祉避難所分）<新規事業>…687万円　
○高浜市地域防災マップ（風水害編）改訂業務委託<新規事業>…734万円
○不燃物埋立場ごみ運搬業務委託<新規事業>…146万円　○用地測量業務委託・整地工事<新規事業>…2,305万円
○雨水排水施設修繕工事<新規事業>…1,898万円　　　　○港湾環境対策工事負担金<新規事業>…4,000万円
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問合せ先　市財務グループ　☎ 52-1111（内線 306）

わかりやすい財政のはなし
　“高浜市の借金はどれくらいだろう？”という
疑問に答えるために、定期的に掲載しています。
　平成27年度当初予算（一般会計）の借入（市債）
は１億800万円、返済（公債費）は9億7,144万
円となっています。

平成 26年4月1日現在では、
市民1人あたり 39万 4,499円でした。

高浜市の借金時計
平成27年4月1日現在

37万9,574円
市民1人あたりの借金額は？

（平成27年1月1日現在の高浜市の人口　46,295人）

（一般会計＋特別会計＋企業会計）の
平成27年４月１日借入残高の合計

平成27年１月１日の人口

計
算
方
法

高浜市の借金時計って何？

　平成27年度の一般会計予算歳入では、市税収入に
ついて2.9％程度の増収を見込んでいます。その影響
により、地方交付税のうち普通交付税については、６
年ぶりに不交付となる見込みです。

　平成27年度の一般会計予算歳出では、企業支援お
よび企業誘致に係る費用を新たに計上したため、商工
費が大きく増加しています。
　また、小学校の屋内運動場吊り天井等改修工事費と
して１億1,429万円などを計上したことにより、教
育費が前年度と比べ、増加となっています。

（　）は前年対比伸率（％）

（　）は前年対比伸率（％）

歳出歳出 一般会計

重点施策重点施策※詳しくは、ホームページをご覧ください。

歳入歳入 一般会計

歳出歳出 一般会計

重点施策重点施策※詳しくは、ホームページをご覧ください。

歳入歳入 一般会計

市税………………… 84億7,957万円 （＋2.9）
地方譲与税・交付金 10億3,830万円（＋31.4）
地方譲与税、利子割交付金、配当割交付金、株
式等譲渡所得割交付金、地方消費税交付金、自
動車取得税交付金、地方特例交付金、交通安全
対策特別交付金

地方交付税………… 1億3,000万円（△48.0）
国庫支出金………… 17億2,534万円 （＋2.9）
県支出金…………… 9億3,016万円 （△	5.6）
繰入金……………… 4億　420万円（＋81.2）
市債………………… 1億　800万円（△65.9）
その他……………… 10億3,073万円 （△5.1）

分担金、負担金、使用料、手数料、財産収入、
寄附金、繰越金、諸収入

議会費……………… 1億8,219万円 （＋2.0）
総務費……………… 14億6,176万円 （＋5.4）
民生費……………… 57億7,888万円 （＋0.2）
衛生費……………… 17億3,968万円 （＋5.2）
労働費…………………………　69万円 （△4.2）
農林水産業費……………　8,840万円（＋17.3）
商工費……………… 3億8,391万円（＋59.5）
土木費……………… 11億6,069万円 （△5.7）
消防費……………… 4億7,379万円 （△4.3）
教育費……………… 15億7,487万円 （＋8.5）
公債費……………… 9億7,144万円 （△8.1）
予備費など…………………　3,000万円 （0.0）
　（災害復旧費、諸支出金、予備費）

市税
（61.2%）

地方譲与税・交付金
（7.5%）

地方交付税
（0.9%）

国庫支出金
（12.5%）

県支出金
（6.7%）

繰入金（2.9%）
市債（0.8%）その他（7.5%）

歳入
138億4,630万円

農林水産業費
（0.6%）

歳出
138億4,630万円 民生費

（41.7%）

衛生費
（12.6%）

土木費
（8.4%）

消防費（3.4%）

教育費
（11.4%）

公債費
（7.0%）

商工費
（2.8%）

予備費など（0.2%） 議会費（1.3%）

総務費
（10.6%）

（　　　　）

（　　　　　　　　　　）

































































 

連結会計 平成 24 年度－平成 25 年度経年比較      

 

  （単位：千円） 

資産の部 25 年度 24 年度 増減額 負債の部 25 年度 24 年度 増減額 

1．公共資産 

(1)事業用資 

  産 

(2)インフラ 

資産 

 

2．投資等 

(1)投資及び 

  出資金 

(2)貸付金 

(3)基金等 

3．流動資産 

(1)資金 

(2)未収金 

 

45,241,695 

 

75,929,058 

 

 

 

76,721 

 

371,804 

3,164,937 

 

2,555,407 

1,116,654 

 

45,783,427 

 

76,468,145 

 

 

 

75,647 

 

372,164 

3,048,269 

 

2,340,435 

1,184,947 

 

△541,732 

 

△539,087 

 

 

 

1,074 

 

△360 

116,668 

 

214,972 

△68,293 

1．固定資産 

(1)地方債 

(2)退職手当 

引当金 

(3)その他 

 

2．流動負債 

(1)翌年度償 

  還予定地 

方債 

(2)その他 

 

16,933,441 

1,866,417 

 

424,844 

 

 

1,244,289 

 

 

591,310 

 

17,480,247 

1,922,591 

 

420,696 

 

 

1,477,911 

 

 

520,185 

 

△546,806 

△56,174 

 

4,148 

 

 

△233,622 

 

 

71,125 

負債合計 21,060,301 21,821,630 △761,329 

純資産の部    

純資産合計 107,395,975 107,451,404 △55,429 

資産合計 128,456,276 129,273,034 △816,758 
負債及び純

資産合計 
128,456,276 129,273,034 △816,758 

備考 連結会計…一般会計、特別会計、水道企業会計、土地開発公社、高浜市総合サービス㈱を連結し

ています。 

※ 貸借対照表からわかる「資産の更新状況と課題」… 

平成 25 年度は平成 24年度と比較して、総資産が約 8.2 億円減少しています。減少の内訳の

ほとんどが「1．公共資産(1)事業用資産」と「1．公共資産(2)インフラ資産」です。これは減

価償却による資産の目減り分がその年の公共資産に対する投資を上回っていることを意味して

います。 

理想は目減り分を補う投資をすることですが、投資計画も慎重に行わなければなりません。そ

のため、基金等の積立てなどで補うことも考えられます。平成 25 年度では、基金等は約 1.2億

円増加しており、また、「3．流動資産(1)資金」も約 2.2 億円程度増加しており、金融資産は増

加していますが、それらを差し引いても約７億円について将来の資産更新に対する備えを要して

おく必要があったと言えます。 

負債については、約 7.6億円減少しています。「1．固定資産(1)地方債」の減少は、翌年度償

還予定地方債を含めた公債残高は約 7.8 億円減少しています。借入れより返済の方が上回ってい

ることの純減を意味します。 

貸借対照表 
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